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要 　　　約

本稿では，医療福祉制度の歴史を再検討し医療福祉制度に内在する問題発生の要因を探った．そし
て，それらを踏まえたうえで，今後の解決すべき課題の整理を行った．その結果，解決すべき課題は
以下の �点に整理された．
��最低保障ラインの明確化
��「公平性」基準の明確化
��費用構造の明確化

�．はじめに

現在，我が国の医療福祉を取り巻く環境は，厳し
い状況に直面しようとしている．最近では，少子高
齢化に伴う医療福祉費用の増大とそれに伴う費用負
担の増加，介護を担う人材や産科・小児科医不足に
代表される医療福祉の専門職不足，救急搬送の受け
入れ拒否問題に代表される医療福祉サービスの地域
間格差等挙げればきりがない．

このような状況の中で，国は��	�年代前後頃から，
様々な社会保障制度改革を計画し，実施してきた．
その代表的な制度改革��� としては，��
�（昭和�	）
年の「老人医療費支給制度」の実施，��	�（昭和�	）
年の「老人保健法」の施行，����（平成��）年の「介
護保険法」の施行，そして，���	（平成��）年の「後
期高齢者医療制度」の実施である．これらの制度改
革は，最近頻繁に取り上げられるようになった主要
先進国における医療費の対 ��比の値を見れば明

らかなように，少ない医療負担で「何時でも・どこ
でも・平等に」医療サービスが受けられるという点
で一定の評価ができる．
しかし，����（平成 �）年頃から始まったとされ
るバブル経済の崩壊を皮切りに日本経済は不景気に
突入し，����（平成��）年以降戦後最長の好景気を
経験したものの，高度経済成長期に見せた成長の勢

いは見られない．そのため，国の税収が減少すると
ともに，��
�年以降��� に見られる少子高齢化の波
はさらに勢いを増し，前述したように医療福祉費用
が増大している．一方，それらの源泉となる子供の
数は減少し，国民 �人にかかる負担もまた増加し続
けている．そして，国家財政は赤字国債約	��兆円
を累積し，世界に類を見ない借金体質となり，危機
的な状況に陥っている．さらに，���	（平成��）年

�月のリーマン・ブラザーズの経営破綻をきっかけ
として世界金融恐慌が発生し，それらに対応するた
め，経済対策と称し国は����年度で新たに約��兆円
もの新規国債を発行する予定である．
ところで，ここ近年の医療福祉を取り巻く環境に
おいて，前述の社会状況や国の財政状況を理由に，
グローバル社会を背景とした規制緩和や競争原理が
導入されるとともに，給付等の削減が様々な分野で
行われている．具体的には，診療報酬や介護報酬の

削減，障害者自立支援法導入による障害児・者医療
費公費負担制度の廃止や定率自己負担制度の導入，
年金給付額の段階的削減等である．
このように，国民にとって医療福祉を取り巻く環
境が厳しくなる中で，国民が安心して生活していく
ために必要な「医療福祉制度」を整備していくため
には，国民 �人 �人が納得のいく内容としていかな
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くてはならない．しかし，現状を見ると，歳出削減
の �つの手段として医療福祉制度改革が行われてき
たと言わざるを得ない．これらの原因の �つには，
医療福祉サービスを提供する前提となる理念が世論

の中で十分議論されていなかったこと，制度設計や
政策立案がその場しのぎのつぎはぎ的な議論に終始
し，現場の声をはじめ社会全体の問題として捉えて
こなかったことが挙げられる���．このように見て
みると，同じ過ちを二度と繰り返さないために，こ
の時期に医療福祉制度改革の歴史を再検討したうえ
で，今「社会保障制度」，とりわけ医療福祉制度に内
在する問題は何かを検討し提示することは意義深い
と考えられる．

そこで，本稿では，まず，医療福祉制度改革の歴
史を概観したうえで，その制度改革を需要者（患者・
利用者）側と供給者（医療機関・福祉施設）側に分
け，その傾向を分析する．次に，現在医療福祉制度
の構造によって引き起こされている問題の �つであ
る「制度間格差」について，医療費集中度曲線を援
用し考察する．最後に，今後国民が安心して生活し
ていくために必要な医療福祉制度を構築していくた
めに国民がともに取り組んでいかなければならない

具体的課題について整理し，提示したい．

�．医療福祉制度の歴史

�．�．医療福祉制度改革の歴史

�．�．�．国民皆保険の実現から老人医療費支給制

度の実施

我が国の医療福祉の歴史は，「医療保険制度」の起
源の起源となる����（大正��）年の「健康保険法」
制定に遡る���．当時は，第 �次世界大戦後の深刻な

不況を背景に，「米騒動」等に代表される国民運動が
各地で発生した．そのため，同法は不況に苦しんで
いた労働者の保護や軍国主義の体制維持のため従来
の弾圧政策を一層強める目的で制定された ��．その
後，戦後にかけて，���	（昭和��）年「国民健康保
険法」制定，����（昭和��）年「職員健康保険法」，
「船員保険法」等の法律制定や既存法の改正が幾度
となく行われている．しかし，当時の「医療保険制
度」は，国民全員を対象としたものではなく，保障

内容も不十分であった．
そのような状況が戦後もしばらく続いたものの，
現行の「医療保険制度」の根幹である「国民皆保険」
が成立したのは，����（昭和��）年のことである．
当時の我が国は高度経済成長の真っ直中であり，そ
の間（����年代半ば���
�年代初め）の国民所得は
年率で���を超える伸びを示している（図 �）．こ
れらを背景に，各保険の給付拡充が図られた．例え

ば，「国民健康保険制度」においては，代表的なも
のとして，給付費の国庫負担を���から���への引
き上げ（調整交付金 � �含む）が行われるとともに，
世帯主給付率の���から
��への引き上げや，高額

療養費制度の創設等が実施された．また，「健康保険
制度」においては，家族の給付率の���から
��へ
の引き上げ，家族高額療養費制度の創設等が挙げら
れる．このように，保険給付が拡充される一方で，
当時，政府管掌健康保険財政は，悪化の一途をた
どっている．ちなみに，政府管掌健康保険財政の年
次推移（昭和�����年）を見てみると，����（昭和
��）年，����（昭和��）年は，単年度収支でそれぞ
れ約��億円，�	億円と黒字を確保しているものの，

����（昭和�
）年以降では赤字に転落し，��
�（昭
和��）年には約���億円，累積赤字�
	億円を計上し
ている��．また，図 �に示すとおり，国民医療費も
年率���を超える伸びで増加し続けている．このよ
うに，医療保険財政が悪化したにもかかわらず，保
険給付が拡充された背景には，前述のように高度経
済成長期の真っ直中であり，保険給付の拡充により
国民医療費が増加したことと同程度で国民所得が増
加したことにより，当時国民医療費の増加があまり

目立たなかったことが考えられる．これらのことに
より，政府は，国民所得の増加による税収増を追い
風として，給付の拡充を進めていったのである．
そして，��
�（昭和�	）年には，当時の「高齢化
社会」への対応を早急に進めるという観点から，「老
人福祉法」の改正により「老人医療費支給制度」を
創設したのである．この制度は，
�歳以上の医療保
険制度加入者及び被用者保険の被扶養者が対象であ
り，本人の自己負担分を同制度によって支給すると

いうもので，対象者は無料で医療を受けられること
になった ��．政府は，この制度創設と併せて前述の
「国民健康保険制度」における高額療養費制度創設，
「健康保険制度」における家族の給付率の���から

��への引き上げ，家族高額療養費制度の創設等の
改正を行い，この年を「福祉元年」と称した�����．
しかし，「老人医療費支給制度」創設からわずか �，

�年後には，見直しの声が起こりはじめた．その背
景には，��
�（昭和�	）年に始まったオイルショッ

クによる財政状況の悪化，その後の安定成長の継続，
制度創設後の老人医療費の急激な増加等が考えられ
る．制度創設により，病院などに受診しやすくなっ
た影響で，「病院待合室のサロン化現象」や「病院の
はしご受診現象」が見られた．その影響で，国民医
療費は制度創設当初約 �兆�����億円であったのが，
��	�（昭和��）年には約��兆	�
��億円と���倍に増
加した．一方，老人医療費は約�����億円から約 �
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図 � 国民医療費と国民所得の増減率推移

兆�����億円と��	倍に増加している��．このように，
老人医療費は，国民医療費の増加を上回る勢いで増
え続けたのである．別の言い方をすれば，老人医療
費が急増する中で，前述のオイルショックが重なり，
国の財政はゆとりがなくなる一方で，社会保障費の
増加が際立つようになり，「福祉見直し論」が起こり
始めたのである���．しかし，このような状況にもか

かわらず，「老人医療費支給制度」における需要や費
用の構造を把握することなく「健康保険制度」を背
景とした小手先だけの改革（保険料引き上げ，自己
負担引き上げ）が行われるのみであった�	�．その典
型的な例が，次で取り扱う拠出金制度を含む「老人
保健制度」である．
�．�．�．老人保健制度の実施

「老人医療費支給制度」が創設されて以降，老人医
療費は急増する一方，国の財政は赤字国債の発行に

より何とか維持している状態であった．そのような
中で，老人医療費の有料化は避けて通ることができ
なくなり，ついに��	�（昭和�
）年「老人保健制度」
を創設するに至った．この制度は，��
�（昭和�	）
年創設の「老人医療費支給制度」創設からわずか��

年の間で，老人医療費無料化政策を変更するという
こと，つまり，受診の際の一部自己負担を課す政策
を再び復活させるということを意味する．また，��

歳以上の成人に対し，公費により成人病（現生活習

慣病）検診や，保健指導等といった保健事業を実施
することとなった．そのうえ，出来高払い制を維持
しながら，老人病院�
� の新設により，新たな診療報
酬体制を確立した．そして，同制度で特筆すべき改
正は，老人医療費を保険者間で公平に負担するとい
う財政調整としての老人保健拠出金制度である����．
この制度は，「老人保健制度」対象の高齢者に対す

る受診時に課せられる老人医療費の一部自己負担以
外の費用負担は，公費���，拠出金
��相当であっ
た�������．老人保健拠出金制度とは，この拠出金部
分を各保険者への老人の加入状況等を勘案して，拠
出額を決定するという仕組みである．ところで，「老
人保健制度」創設の意義の �つは，当時死因の上位
を占めていた成人病（現生活習慣病）を「老人保健
制度」の柱である保健事業によって，早期発見・早
期治療することにより，医療費の抑制に寄与するこ

とであった．また，厚生省（現厚生労働省）による
と，「老人保健制度」創設の意義は「国民すべてが平
等に老人医療費を負担する」ということであった．
しかし，創設前後の社会経済情勢や制定過程を勘案
すると，「老人保健制度」実施には増加した老人医療
費をいかに抑制するか，徴収しやすいところからい
かに徴収するかといった実務的な意図があったとい
うことは否めない����．
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�．�．�．介護保険制度の実施

このように，「老人保健制度」実施により，�所得再
分配システム�である老人医療費拠出金制度が確立
されたものの，老人医療費の増加自体を抑制するに

は至らなかった．その原因の �つは，我が国の医療
保険制度に内在する問題点���� を解決してこなかっ
たところにあるのではないだろうか．具体的な改革
を見てみると，��	
（昭和��）年の老人保健法改正
による自己負担の引き上げや加入者案分率の段階的
引き上げ（����年に����達成）を皮切りに，「老人
保健制度」は���	年（平成��）年 �月の「後期高齢
者医療制度」がスタートされるまで実に 
回もの改
正が行われた．その内容は，自己負担の引き上げや

給付開始年齢の引き上げといった需要者側の改正が
主であった．
そのような中，少子高齢化は益々進んだため，国

は����（平成 �）年に「ゴールドプラン（高齢者保
健福祉推進��カ年戦略）」を策定し，高齢者福祉施
設の緊急整備と在宅福祉の推進を図った．その後，
ゴールドプランは地域福祉のニーズを反映させる形
で����（平成 �）年に「新ゴールドプラン」に改定
され，在宅福祉の充実を今以上に図ることとなった．

そして，介護保険法に基づくサービスを中核に据え
ながら，いかに地域の高齢者保健水準の向上を図る
べきか，施策の大きな方向性を示した���「ゴール
ドプラン��（今後の �カ年の高齢者保健福祉施策の
方向）」を策定した後，����（平成��）年 �月から
「介護保険制度」が実施された．この制度は，かね

てより懸念されていた措置制度に変わる， ��社会福
祉サービス利用を選択可能とする仕組みの導入，��

「医療保険制度」により本来給付されるべきでない
介護サービス分の給付が行われていた問題（社会的

入院）の解消を目指し，実施された．
しかし，制度導入直後は脚注 �で指摘したように
国民に周知徹底されておらず，混乱が見られた．ま
た，「医療保険制度」の枠組みを踏襲した形で制度
が運営されることにより����，「医療保険制度」の時
と同じような問題も内在することとなった．この結
果，それまで増加し続けた老人医療費は「介護保険
制度」が実施された����（平成��）年に初めて減少
に転じ，その後は横ばい傾向を示している�	��
�よ

うに見える．しかし，この理由は老人医療費の一部
を「介護保険制度」に振り分けたためであり，実際は
減少したわけではない．����（平成��）年以前と比
較すると，それまで呼ばれていた老人医療費（����

年以降でいう老人医療費と介護給付費の合計額）は
むしろ増加している．また，その後は横ばいが続い
ているが �	��
�，この理由は����（平成��）年の老
人保健法改正による支給対象年齢の
�歳への段階的
引き上げが影響しているものと考えられる．

その後，増え続ける老人医療費のさらなる抑制を
図るべく，���	（平成��）年 �月から，「老人保健
制度」に替わり，新たに「後期高齢者医療制度」が
実施されることになる．
�．�．�．後期高齢者医療制度の実施

「後期高齢者医療制度」は，新たに
�歳以上の高

図 � 後期高齢者医療制度の支援金制度
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齢者から定率（原則 �割）の保険料を徴収するとい
う制度である．そのうえ，図 �に示すとおり，保険
料分（ �割）と公費分（ �割）を除いた残り �割分
を，新たに「支援金制度」と称して �歳�
�歳まで

の人口数で割った金額を国民 �人 �人から徴収する
という仕組みを導入した����．このような制度を導
入したため，制度を利用する国民にとってはわかり
にくい仕組みになり，自分が負担した保険料や自己
負担金がどのように利用されているのか検証されに
くくなっている．そのため，少子高齢化による現役
世代の負担増加が問題になる中で，�所得再分配シ
ステム�である「後期高齢者医療制度」のより一層
の複雑化は，社会保障制度の理念の �つである「公

平な負担」が本当に行われているのか����，その判
断は困難であることが推察される．
以上見てきたように，我が国の医療福祉制度改革

の歴史を振り返ると，未解決の問題が数多く積み残
されたまま進められてきたことが分かる．そこで，
次節では前述した医療福祉制度改革の特徴を考察
し，なぜ，未解決の問題が数多く積み残されたまま
になっているのか，その要因を探る．
�．�．医療福祉制度改革に関する一考察

以上のように，医療福祉制度改革の歴史について
述べてきたが，問題がなぜ山積みされたままになっ
ているか，その要因を探るために，それらを需要者
側への改革と供給者側への改革に区分して整理する．
すると，表 �のようになる．この表から，特筆すべ
き点が �つある．

�つは，我が国の医療福祉制度改革は，自己負担
や国庫負担などの国民の負担方法を中心とした需要
者側の改革がほとんどであるということである．過

去 �度にわたる医療福祉制度改革（「老人医療費支
給制度」，「老人保健制度」，「介護保険制度」，「後期
高齢者医療制度」）は，政策方針の異なる「老人医
療費公費負担制度」を除き，一時的な医療費抑制効
果は見られた．しかし，日本経済の低迷で医療サー
ビス制度の収入を確保することが困難となっている
中で，増え続ける医療費をどのように補っていくか
という需要者側の負担方法に焦点を当てた政策は，
もうすでに限界がきている．今の政策方針を貫いて

いけば，やがて財政は破綻することは目に見えてい
る．今後は，医療費そのものを抑制する供給者側の
改革が必要であろう．具体的に言うと，医療福祉の
費用を適切に把握できるシステムの構築が挙げられ
るのではないだろうか．
もう �つの特筆すべき点は，医療費抑制に視点を
置いた供給者側に対する改革がほとんど行われてい
ないということである．前述のように，診療報酬体

系や介護報酬体系に内在する問題にメスを入れ，増
え続ける医療費に対応できないのならば，供給者側
の効率を上げていかに医療費を減らすかということ
を考えていかなければならない．老人保健施設の創

設や在宅医療の明確化など一部で供給体制の効率化
を図る改革は行われてきたが，十分とは言えない．
今後，需要と供給両面からの医療福祉制度改革を
行っていく必要があることが，今までの歴史の再整
理から示唆された．
それでは，これまでの医療福祉制度改革において
積み残された問題とは具体的にどのようなものがあ
るのか．その �つとして，「公平性」の問題について
次章で述べることにする．

�．具体的問題 　�「公平性」の問題 �

「公平性」の概念を検討する前提条件の �つとし
て，「公平の基準」を明確にする必要がある．一般
に，「公平の基準」は個々人の生活する環境や文化，
受けてきた教育や歴史観，さらには身につけてきた
価値観等の影響を受けるので，それぞれ異なる．こ
のように，異なる「公平の基準」を明確にして全国
民からのコンセンサスを得ることは困難であるが，

「医療保険制度」を含めた社会保障制度では，その制
度設計の前提として「公平の基準」を明示すること
が暗黙の了解となっている．
ところで，「医療保険制度」の分野における「公平性」

に関して，最近では �� ��������，�������������，
���� ���，斎藤
����，北浦���等が，現実の医療制度
の「公平性」を検証するために，所得や年齢あるい
は制度等を考慮に入れた一連の実証分析を行ってい
る．しかし，これらの検証の多くは，専ら受益におけ

る「公平性」計測の研究であることは否めない．し
かし，「公平性」を計測する場合，負担能力の観点か
らも「公平性」の基準を明確にする必要がある．た
だし，医療保険制度の負担は，自己負担（自助），保
険料（共助），公費（公助）の �つによって支えられ
ており，前述の医療福祉制度改革による制度的枠組
みの複雑化と併せて負担能力を測る客観的基準の把
握が困難であるために，財政問題が表面化する最近
時点まで，負担能力に焦点を当てた議論が活発にさ

れなかったことは否めない．そこで，ここでは，医
療費集中度曲線��	� の手法を援用し，我が国の「医
療保険制度」は生まれてから死ぬまで，職種に応じ
ていずれかの保険制度に加入することが義務づけら
れているという特性に着目し，各医療保険制度内で
の「公平性」ではなく，医療保険「制度間」��
� の
「公平性」について比較検討する．
そこで，坂本が示した「公平性」の基準���をもと
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表 � 　医療福祉制度改革の歴史



社会保障と医療福祉 ���

に �時点（��	�年度・����年度・����年度）の「制
度間」格差を計測した結果，医療費集中度曲線，並
びにジニ係数は図 �から図 �，表 �のようになった．
この図表から，「老人保健制度」が実施されていた �

つの時点を経年的に比較すると，受益の面では格差
がほとんど見られなかったが，負担の面では格差が
拡大していることが分かる．このことは，給付の面
では国民に対し公平に医療サービスが提供されてい
ると言うこと，すなわち，「医療保険制度」の理念で
ある「いつでも・どこでも・平等に」ということが
実現していると言えよう．一方，負担の面では年を
経るごとに格差が拡大し，特に国民健康保険制度と
その他の制度との格差が拡大していることが分かっ

た．この理由は，老人保健拠出金制度の本来の政策
意図である �所得再分配システム�が働いているこ
とを意味する．しかし，このこととこのまま格差が
拡大し続けることを放置することが良いという話と
は別問題である．なぜならば，この格差が拡大し続
けることで，昨今様々な問題が新たに表面化してき
ているからである����．
このように見てくると，少子高齢化が進行する我

が国においては，今までは，この �所得再分配シス

テム�が，うまく起動してきたと言える．しかし，

前述のような格差拡大の結果や問題の表面化に直面
した今，真の公平とは何なのか，どこまでが世代間
移転として許される範囲なのか，改めて国民のコン
センサスを得る作業が求められるのではないだろう

か．この問題を含め，今後国民のコンセンサスを得
るための共通理解として，医療福祉制度に内在する
問題とは何があるのか提示し，整理することが必要
ではないだろうか．そこで，次章ではそれらの問題
を整理し今後の医療福祉制度を考えるきっかけを示
したい．

�．おわりにかえて 　� 課題の整理 �

前章では，医療福祉制度に内在する問題の �つで

ある「公平性」の問題，特に「制度間」格差に焦点
を絞り見てきた．そこで，最後に医療福祉制度に内
在する問題を踏まえたうえで，図 
には，それらの
問題から解決しなければならない課題を �点に整理
した．
例えば，前述した「公平性」の問題は，上記の「制

度間」格差のみならず，その他に「地域間」格差，
「世代間」格差を考慮するうえで深く関係すると言え
よう．つまり，医療福祉サービスのニーズは各地域

で異なるし，世代間でも異なるのは当然であろう．

図 � 受益指標の医療費集中度曲線（受給者ベース）
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図 � 受益指標の医療費集中度曲線（加入者ベース）

図 � 負担指標の医療費集中度曲線（受給者ベース）
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図 � 負担指標の医療費集中度曲線（加入者ベース）

表 � 比較年度におけるジニ係数の推移

それらのニーズを踏まえたうえで，現役世代の負担
はどの程度が適当でありどの程度分かち合うべきな
のか，地域ごとに負担する額をどのようにして決定
すればよいのか等，これらの決定には「公平性」の
基準が大きく関わってくることになる．何を持って
公平とするのかという明確な規定を国民全てが共有
しない限り，前述した��	�年代から広がりつつある

老人医療制度の負担の問題は解決しないのではなか
ろうか．また，「後期高齢者医療制度」における支援
金制度の創設についても，これらの議論が十分なさ
れていなかったために大きな混乱が見られたのは周
知の通りである．
次に，これらの結論を導くためには，最低保障ラ
インを明確にすることも必要となる．昨今の医療福
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図 � 医療福祉制度の問題とそれに伴う課題（筆者作成）

祉技術の発展により，人間の寿命は以前に比べ著し
く伸長した．それでは，今後も全ての人間に臓器移
植や心臓移植のような高度先進医療を提供し続ける
べきであろうか．このことは，可能であろうか．そ

れは，今の医療福祉財政を見れば明らかなように難
しいと言わざるを得ない．当然ながら，全ての国民
に高度先進医療や高度な設備を有した社会福祉サー
ビスを受けられるように整備した方がよいのは確か
である．しかし，これらを維持するための資源は有
限なのである．そこで，国民にとっての最低保障生
活とは何かという問いに，資源は有限であるという
事実を国民 �人 �人が把握したうえで納得する最低
保障ラインを設定しなければ，資源がいくらあって

も足りなくなることは目に見えて明らかである．
最後に，「費用構造の明確化」を取り上げたい．前

述のように，限られた資源の中で医療福祉サービス
を提供するためには，無駄なく効率的に資源が使わ
れなければならない．そのためには，根拠となる費
用構造が明確になっていないと効率的なせービス

の提供はできない．ところで，����（平成��）年 �

月から，過去 �回下がり続けていた介護報酬が今回
� �の引き上げとなる予定である．なぜ，今回 � �な
のであろうか．福祉現場で働く専門家や，今回の改

正で負担が増す「介護保険制度」を利用する利用者
は納得しているのであろうか．第 �章で見てきたよ
うに，「医療保険制度」を含めたこれらの報酬体系の
決定は，実体とはかけ離れたところでなされている
のである．そのため，現場で働く専門職の労働環境
等の実態が反映されず，医師不足や介護の専門職不
足と言った問題が発生するのではなかろうか．
以上のように，医療福祉制度の課題として �点を

提示したが，これらの課題の答えを導き出すことは

困難な作業となるであろう．しかし，「社会保障と
医療福祉」の危機が叫ばれて久しい中，これらを維
持していくためにも，国民がどの課題にも関心を持
ち，今すぐにでも取り組んでいくことが必要なので
はなかろうか．

注

� � ）社会保障制度改革 �つをとってもその内容は多岐に渡る．例えば，「医療保険制度」や「介護保険制度」のみならず，

生活保護制度や支援費制度，障害者自立支援法等様々な分野の制度改革が挙げられる．その中でも本稿では，制度改革

の歴史上中核をなしてきた高齢者医療における制度改革を取り上げることにする．そのため，上記改革を以下「医療福

祉制度改革」と呼ぶ．

� � ）少子高齢化の波は，今に始まったことではない．前述したように，����（昭和��）年には，「高齢化社会」の目安とな

る老人人口比率が � �を突破し，����（平成 �）年には���に，そして，現在では���を超え，「超高齢社会」となっ

ている．

� � ）若者を中心とした年金の未納問題，「介護保険制度」や「後期高齢者医療制度」施行当初の混乱による保険料負担猶予

政策を見れば明らかである．

� � ）医療福祉制度の歴史に関する出来事や記述について，古くは	��年，推古天皇の指示によって建立が開始された四天王

寺内に聖徳太子が設置したとされる四箇院（悲田院，敬田院，施薬院，療病院）や，大宝律令（正式には養老律令文中）

に見ることができる．詳細については，宇山��を参照のこと．但し，本稿では都合上戦後の医療福祉制度について取

り上げる．

� 	 ）対象者の自己負担分を賄うための財源は，一般会計歳出の老人福祉費を当てている．しかし，老人福祉費は，本来，老

人の福祉のための施設整備や事務費に当てるのが筋ではあるが，同制度では，財源確保のため老人医療に対し費用を拠

出していることを指摘しておく．つまり，昨今の社会的入院の増加や，公的介護保険創設後の施設不足による利用者待

ち数の増加の原因の �つは，当時，老人福祉費を施設整備の費用として支出しなかったことであると考えられなくもな
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い��．

� 
 ）本文中の改革以外にもこの年前後の動きとして，����（昭和��）年には �度にわたる診療報酬の引き上げ（合わせて

�
���），���
（昭和	�）年には分娩費，埋葬料等の現金給付についても大幅な引き上げが行われた．また，「医療保

険制度」だけでなく「年金保険制度」についても，併せて給付引き上げがなされた．例えば，無拠出制の老人福祉年金

については����（昭和��）年度には月額	����円から�����円に，���	（昭和	�）年度には������円の給付費が引き上

げられ，厚生年金および拠出制の国民年金については����（昭和�）年に物価スライド制が導入されたうえで，����

（昭和��）年には�
���，���	（昭和	�）年には����の物価スライド措置が講じられた．さらに，���
（昭和	�）年

には繰り上げ財政再計算が行われ物価上昇率を上回る賃金上昇率に対応して，厚生年金の老齢年金の標準年金額が月額

	�����円から������円に引き上げられた��．

� � ）戦後，����（昭和��）年に「財政法」が制定され，その第 �条において公共事業費，出資金および貸付金の財源に当て

る場合のほか，公債の発行または借入金の借り入れを禁止した．これ以降��
�（昭和��）年度まで，特殊なものを除

き国債は発行されなかった．しかし，����（昭和��）年の税収不足から，「昭和��年度における財政処理の特別措置に

関する法律」が制定され本年度に限り歳入補てん公債を発行するとともに，翌年度以降建設国債（使途が明確）の発行

が可能となった．そして，���	（昭和	�）年には国の財政の悪化から，��年ぶりに歳入補てんのための特例公債を発

行することになる．以来，政府は毎年のように特例公債を発行し続けており，現在では国債発行残高が約��兆円にの

ぼっている��．

�  ）郭��は，���
（昭和	�）年度予算編成の中で，大蔵省（現財務省）が老人医療費の有料化について提案しているが，厚

生省（現厚生労働省）は消極的な態度を示しており，老人医療についての改革は，大蔵省（現財務省）の主導で行われ

ていることを指摘した．以降，���（昭和	�）年の「老人保健法」制定まで，老人医療についての改革は見られない．

� � ）老人病院の整備は，高齢化や長寿化，家族機能の低下等を背景に，����年代にはすでに問題になっていた社会的入院

を助長させることになる．その原因 �つとして，前述の老人福祉施設の未整備が挙げられる．

���）詳細については，斎藤��や坂本���を参照のこと．

���）前述のように，「老人保健制度」創設当初の負担割合は公費���，拠出金���相当であったが，����（平成��）年の「老

人保健法」改正から段階的に公費の負担割合の引き上げを実施し，���
（平成�）年に公費・拠出金負担とも	��に

することとした���．

���）平成�年度現在の割合では，公費�
�（国 �分の �，都道府県 
分の �，市町村 
分の �）と医療保険の各保険者から

の拠出金	��で賄っている．ちなみに，実際の負担額は，老人医療費の一部患者自己負担分���兆円，公費���兆円，拠

出金	�	兆円となっている�	�．

���）このことについて，郭���
�は，「老人保健法」の制定過程を詳細に分析すると，「老人保健法」の制定は，老人医療費を

全国民で公平に負担するというよりはむしろ公費負担削減政策の一環であるということを指摘した．

���）内在する問題点としては，例えば， ��診療報酬体系と医療の高度化の問題， ��薬価差益と高薬価シフトの問題等であ

る���．

��	）例えば，脚注��の問題と併せて，医療保険制度の場合，診療報酬体系をもとに給付が決定されるその価格は原価が反映

されていないため，実際にかかった費用が保険給付として支払われているのかどうか分からない．そのため，老人医

療費の抑制が十分に進まなかった．また，診療報酬体系からくる患者や医者のモラルハザードの問題も指摘されてき

た������．同じように，介護保険制度においても，介護報酬体系をもとに給付が決定されるその価格は医療保険制度と

同じく原価が反映されていないため，実際にかかった費用が保険給付として支払われているのか分からない．また，本

来なら介護保険制度の目的は要介護度の軽減（自立）を促すことであるにもかかわらず，要介護度を軽くすることは受

けられるサービス量を減少させるため利用者の家族にとっては不都合なことから，家族が訪問調査時に利用者に要介護

状態であることを強要し，必要以上の介護給付を受け取ってしまう，いわゆる「利用者家族のモラルハザード」も見ら

れた．

��
）この「支援金制度」とは別に，
	歳���歳までの医療費については，これまで述べた「老人保健制度」の時に導入され

た拠出金制度がそのまま利用され，運用されている．

���）医療福祉政策の問題の �つである「公平性の問題」については，第 �章で述べることにする．

��）詳細については，坂本���を参照のこと．

���）制度とは，政府管掌健康保険，組合管掌健康保険，共済保険，船員保険，国民健康保険の 	つである．

���）���（平成��）年 月，	万�����人が加入する西濃運輸健康保険組合が解散，�月には京樽健康保険組合が解散して

いることが報道された．ともに，���（平成��）年 �月より始まった後期高齢者医療制度に関連し，新しい支援金制度
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が導入されたことにより，健康保険組合の拠出金負担額が増加したことが解散した原因にあげられるとしている	��	��．

また，���健康保険組合等その他の健康保険組合においても保険料の引き上げが相次いで予定されている	��．これ

らのことが，未解決の「公平性」の問題を如実に物語っている．
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